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　この三菱石油の水島製油所の場合には，前記のように揮発油的部分で急速
にナフサ（粗製ガソリン）の比率を縮小させているのみならず，図6で明ら
かであるが重油製品部分を減少させ揮発油・灯油・軽油などを増加させてい
く白油化傾向を最も先進的に進めていることが分かる。さらに芳香族類や潤
滑油の生産のみならず，石油化学製品のパラキシレンの生産も意欲的に行っ
ていることが知られている。それに対して三菱化成の水島工場においても，
豆乳の生産や電子材料の分野への進出など石油化学工業の範囲を超える分野
へ意欲的に取り組んでいる。また日本鉱業の水島製油所と旭化成の水島製造
所の場合においても，最近の「山陽新聞」の記事からみると芳香族溶剤やシ
クPヘキサノールなど従来の生産分野をそれぞれ積極的に超えていきつつあ
る。このように，第一次石油危機頃までは原料ナフサの需給という太いパイ
プで密接につながっていた石油精製所と石油化学コンビナートの関係は，そ
れぞれの企業の主力事業所から構成されている水島臨海工業地帯において
も，近年かなり変化していることを念頭におく必要があるように思われる。
4．むすびにかえて
　1983年の石油製品・石炭製品製造業と化学工業と鉄鋼業の三つの業種の製
造品出荷額等の合計の比率の84．6％（前の二者の合計は65．5％）に象徴され
るように，水島臨海工業地帯は1980年代においても依然として石油関連製品
を中心とする基礎素材型の重化学工業が圧倒的な比率を占めている工業地帯
であった。まずはそれは，二度の石油危機において原油価格の急激な上昇に
対応して水島臨海工業地帯の製造品出荷当今を急増させ，岡山県全体で占め
る比率を第一次石油危機時には約10％，第二次石油危機時には約5％増加さ
せ，1980年には58．5％という著しく高い点にまで押し上げた。しかしながら
そのことは石油価格の急上昇による徒花であったのであり，水島臨海工業地
帯の限界と弱点はむしろその二度の石油危機によって決定的なものとなった
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のである。そしてそれは日本経済が石油危機を「たくましく」乗り越えた
1980年代にはいって図1のようにだれの目にも明らかなように示された。そ
れはとくに石油製品・石炭製品製造業と化学工業の二つの業種の製造品出荷
不等と従業者数の顕著な減少としてあらわれている。
　こうした中で，高度経済成長期において原料ナフサの需給を連結点として
隣接立地して相互に利益を得ていた石油精製所と石油化学コンビナートをと
りまく状態は，1980年代においてはナフサ輸入量の急速な増加などによっ
て，第一次石油危機時点までの状態とは決定的ともいえるほどの変化をして
いったのである。1990年8月初旬のイラクのクウェート侵攻と占領の長期化
などを契機として石油製品の価格上昇がおこり，その影響がなお残っている
現在では今後の正確な展望は困難であるとしても，今日の石油精製所と石油
化学コンビナートの相互関係と生産構造の分析は，少なくとも本稿で考察し
てきたような1980年代における動向をふまえて行う必要があるように思われ
る。水島臨海工業地帯の石油精製業と化学工業におけるより立ち入った分析
と評価の作業は，紙数も残り少なくなってきたので別の機会に譲ることを許
して頂きたい。
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